	軽合金鋳物製造業


平成20年前半までは生産額の多くを占める自動車用は伸びていたが、20年９月のリーマンショック後、21年前半にかけて急激に生産が減少した。自動車用は同年後半から徐々に回復しつつあるが、19年から低迷し、さらに21年に大きく減少した一般機械用、その他用などでは回復が遅く、今後の見通しも厳しい。
業界の概要
軽合金鋳物はアルミニウム合金などの軽合金を溶解して、鋳型に流し込み、冷却・凝固させたものである。鋳造法は、使用される鋳型によって、主として砂型鋳造と金型鋳造に大別される。さらに金型鋳造は、ダイカスト（高圧鋳造）、グラビティ（重力鋳造）、低圧鋳造に分かれるが、ダイカストは通常、軽合金鋳物とは違う独立した業種として扱われる。

砂型鋳物は、型を安価に作れるので生産ロットが小さく、納期が短い場合や、大型の鋳物の場合に適している。一方、金型鋳物は、型のコストは砂型より高いが、ロットが大きい場合には、製品一個当たりの単価を低くでき、また砂型よりも高い精度を出すことができる。そこで各社は、一般に砂型鋳造にも、金型鋳造にも対応し、必要数量、寸法精度、経済性などを考慮して、受注品ごとに適した方法で生産を行っている。
軽合金鋳物に使用される素材は、アルミニウム合金がほとんどである。アルミニウム鋳物は、軽く、熱伝導性が良く、錆びにくく、しかも加工性が良いという特長をもつ。アルミニウム鋳物を用途別にみると、自動車用がきわめて多く、生産額全体の86.0％を占めている（平成20年、経済産業省『鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計年報』）。
企業規模は一般に小さく、19年の全国の非鉄金属鋳物製造業（銅・同合金鋳物及びダイカストを除く）の全事業所データでは、従業者数20人未満の事業所が全事業所の72.4％を占めている（経済産業省『工業統計表（産業編）』、従業者４人以上）。
　大阪の地位

　19年における大阪府のアルミニウム・同合金鋳物の製造事業所数は33で、その全国シェアは7.6％であり、愛知県の59（同13.6％）、埼玉県の56（同12.9％）に次ぐ全国第３位となっている。しかし、同年の大阪府のこれら事業所の出荷金額は37億2,700万円で、その全国シェアは1.6％にとどまっている。出荷金額では、近畿以西の地域でみても、広島県（事業所数８、出荷金額全国シェア9.4％）、兵庫県（それぞれ12、2.8％）、岡山県（同13、1.8％）よりも小さい（経済産業省『工業統計表（品目編）』）。
生産額は大きく減少
生産額は、後掲表のように、一般機械用とその他用は18年まで伸びていたが、19年に減少し、20年に入って持ち直した。輸送機械用は19年まで伸びていたが、自動車以外の輸送機械用は20年に入って減少し始めた。また自動車用は20年9月のリーマンショック後、急激に減少し、特に21年第１四半期は対前年同期比55.1％減と半分以下にまで落ち込み、第２四半期も40.9％減となった。一般機械用など他の用途向けも、同じく大きく減少した。自動車用は第３四半期からやや対前年同期比で減少幅を縮小させつつあるが、他の用途向けの回復の動きは鈍い。
ある企業によれば、20年までは好調だった印刷機械や自動車工場の設備機械用部品などの受注が21年2月頃から減少し、同年の業績は大きく落ち込んだ。
当業種は受注生産であり、受注先の景況に受注量が大きく左右される。このため、特定の取引先への依存度を低下させるだけでなく、取引先の業種も広げるよう努めている企業が多い。こうした企業によれば、需要全体が縮小し、いずれの業種からの受注も減少した。22年1月～２月はやや持ち直したが、それでも、2年前と比べると、60～70％の生産額であるという。特に量産品の受注は落ち込み、多品種少量品の受注の割合がさらに高まっている。
別の企業では、21年1月から８月～９月頃までは対前年比30～40％減であったが、その後、中国や東南アジア向けの建設機械用部品など、企業規模の大きな得意先からのアジア、欧米向けの機械用部品の受注が回復してきている。

また、エアツールや工具、造船関係などについては大部分動きが止まったままだが、東南アジアに輸出される溶接機械の部品などでは一部に動きが出始めたという企業もある。
景観鋳物については公共事業費の削減から、一般消費者向けの表札やモニュメントなどについても個人消費の冷え込みから低調である。
ある企業によれば、こうした急激な落ち込みの中でも、会社が何とか存続できているのは、廃業した同業他社への発注分が自社に回ってきているからだという。
収益も悪化
このように需要が減少・低迷する中で受注単価も引下げ要求が強まっている。樹脂、けい砂、粘結剤などの副資材の価格は横ばいであるが、原料のアルミ価格やガスなどの燃料費は上昇傾向にあり、収益も悪化している。
収益確保に向けた企業の取組

こうした中で、収益確保に向けた企業の対応としては、生産性の向上に加えて、自社の強みとする生産技術力の一層の向上、鋳造後の機械加工や表面処理といった二次加工を含めた受注対応力の強化、設計開発能力を背景とした顧客への提案力の強化といった取組が一層重要になってきている。
ある企業では、鋳造後の二次加工を含めた受注の比率が高まっており、その実績が継続受注につながるという。ただ、そのためには、鋳造の知識だけではなく、鍛造、絞り、プレスといった機械加工や塗装などに関する幅広い知識をもち、さらに様々な業者をコーディネートする能力をもつことが必要であるとしている。
また、機械メーカーの設計技術者の若返りが進む中で、鋳造に詳しい技術者が少なくなってきているという声も聞かれた。こうした中で、相手先からの製造依頼に対して、その要求以上の内容の提案を行うことに注力している業者では、型設計などでCAD／CAMを駆使し、機械メーカーの技術者と三次元データのやり取りをしながら、設計図を改良していく作業が重要となっている。

ある企業によれば、デザイン的には良いが、鋳造の困難な形状、不具合の発生しやすい形状の製品の製造依頼があった場合、デザイン性を求める顧客の希望をできるだけ考慮しながら提案を行っていくことが重要という。また同社では、これまで３～４つのパーツを溶接して作られていた部品を、アルミ鋳造で一体化して作り上げる提案などを行っている。製造は難しくなるが、こうした対応を行っていくことも受注確保のために必要という。

雇用面での対応
受注量が落ち込む厳しい状況の中で、雇用調整助成金を受給しながら、雇用を維持している企業もみられる。また、業績の落ち込みに伴い、工場の人員を中心に、定年後の再雇用者や契約社員の人員整理を行うなどして、年間の人件費を３割削減した企業では、最近受注がやや持ち直してきたため、少人数で生産性を上げる体制づくりを進めている。

設備投資は低調
需要の大幅な減少から、最近１年間に設備投資を行った企業、今後行う予定のある企業は少なく、既存設備のメンテナンスを行う程度にとどまっている。

今後の見通し
22年に入って生産がやや回復傾向にある企業でも、4月以降は不透明で、見通しは暗いとみている。特に国内用機械部品の回復は厳しいとみており、輸出用機械部品の受注増に期待を寄せている。別の企業も、光は差しかけてはいるが、もう１年～２年は厳しい状況が続くのではないかとみている。また、国内製造拠点や開発拠点の海外移転が進む中で、海外での現地調達比率が高まる懸念から、将来に強い不安感を抱いている。
別の企業では、リーマンショック前の水準に戻ることはないだろうと考えており、70％戻った状態で利益を確保していける体制づくりや、取引先の選択と集中が今後必要と考えている。
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